
一 

 

○ 平 成 五 年 郵 政 省 告 示 第 五 百 五 十 三 号 （ 無 線 従 事 者 養 成 課 程 の 実 施 要 領 を 定 め る 件 ） の 一 部 を 改 正 す る 告 示 案 新 旧 対 照 表 

（ 下 線 部 分 が 変 更 箇 所 ）  

改 正 案 現 行 

 

 無 線 従 事 者 規 則 （ 平 成 二 年 郵 政 省 令 第 十 八 号 ） 第 二 十 一 条 第 一 項 第 五 号 の 規 定 に 基 づ き 、 養 成 課 程 の 実 施 要 領 を 次 の と お

り 定 め る 。 

 な お 、 平 成 二 年 郵 政 省 告 示 第 二 百 四 十 九 号 （ 無 線 従 事 者 養 成 課 程 の 実 施 要 領 を 定 め る 件 ） は 、 廃 止 す る 。 

 

（ 同 上 ） 

一 ～ 六 （ 略 ） 一 ～ 六 （ 略 ） 

別表第一号 無線工学 

１ 基本的事項（全資格共通）（注１） 

別表第一号 無線工学 

１第四級海上無線通信士及び航空無線通信士の資格の養成課程 

授 業 科 目 及 び 内 容 の 分 類 

養成課程別の授業の要否及び程度（注３） 

第
三
級
海
上
無
線
通
信
士 

第
四
級
海
上
無
線
通
信
士 

第
一
級
海
上
特
殊
無
線
技
士 

第
二
級
海
上
特
殊
無
線
技
士 

第
三
級
海
上
特
殊
無
線
技
士 

レ
ー
ダ
ー
級
海
上
特
殊
無
線
技
士 

航
空
無
線
通
信
士 

航
空
特
殊
無
線
技
士 

第
一
級
陸
上
特
殊
無
線
技
士 

第
二
級
陸
上
特
殊
無
線
技
士 

第
三
級
陸
上
特
殊
無
線
技
士 

第
三
級
ア
マ
チ
ュ
ア
無
線
技
士 

第
四
級
ア
マ
チ
ュ
ア
無
線
技
士 

授

業

科

目 

授業 

内容 

 

授業内容 

の要旨 
授業内容の詳細 

授業 

内容 

の区分 

（注２） 

無 

線 

工

学

の

基

礎 

電 波 の

性質 

周波数、波長、伝搬速度、電波

の発生及び分類 

基礎 
Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ 

電 気 磁

気 

電界及び磁界の基本法則 基礎 
Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ   Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ    

電 気 回

路 

電圧、電流、

電力、回路

素 子 及 び

フィルタ 

直流及び交流の

電圧、電流、電

力、抵抗、コイ

ル、コンデンサ、

導体及び絶縁体

並びにフィルタ

の構造及び電気

的特性（※１） 

基礎 

Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ  Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ  Ｃ Ｃ 

半 導 体

及 び 電

子管 

半導体素子

及び集積回

路並びに電

子管 

ダイオード、ト

ランジスタ及び

集積回路並びに

マイクロ波用電

力増幅半導体素

子 及 び 電 子 管

（※２） 

基礎 

Ｃ Ａ Ｃ Ｃ  Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ  Ｂ Ｃ 

電 子 回

路 

増幅及び発

振回路 

増幅方式、ＰＬ

Ｌ発振回路、自

励発振回路及び

水晶発振回路 

基礎 

Ｃ Ａ Ｃ Ｃ  Ｃ Ｂ Ｃ Ｂ Ｃ  Ｂ Ｃ 

授 業 科 目 の 項 目 

養成課程別の授業の要

否及び程度（注） 

第 四 級 海

上 無 線 通

信士 

航空無線

通信士 

電波の性質 波長と周波数の関係、電波の速さ等 Ｃ Ｃ 

電気磁気学 電気磁気の基礎知識 Ｂ Ｃ 

電気回路 直流、交流の電圧、電流及び電力 Ｂ Ｃ 

抵抗、コイル及びコンデンサーの基礎 Ｂ Ｃ 

半導体素子及

び電子管 

ダイオード及びトランジスタの基礎 Ｂ Ｃ 

集積回路の基礎 
Ｂ Ｃ 

電子管の基礎（マグネトロン、クライストロン等） 

電子回路 増幅回路の基礎 Ａ Ｂ 

発振回路の基礎 Ａ Ｂ 

変調回路の基礎（ＡＭ、ＦＭ） Ａ Ｂ 

復調回路の基礎（ＡＭ、ＦＭ） Ａ Ｂ 

無線通信装置 ＤＳＢ無線通信

装置 

構成及び動作の概要 Ｂ Ｂ 

取扱方法及び取扱上の注意 Ａ Ａ 

ＳＳＢ無線電話

装置 

構成及び動作の概要 Ｂ Ｃ 

取扱方法及び取扱上の注意 Ａ Ｂ 

ＦＭ無線電話装

置 

構成及び動作の概要 Ｂ Ｃ 

取扱方法及び取扱上の注意 Ａ Ｂ 

ＤＳＣ無線通信

装置 

構成及び動作の概要 Ｃ  

取扱方法及び取扱上の注意 Ａ  

インマルサット

衛星通信装置 

構成及び動作の概要  Ｃ 

取扱方法及び取扱上の注意  Ｂ 



二 

 

アナログ方

式変調及び

復調回路 

ＤＳＢ、ＳＳＢ、

ＦＭ及びＰＭ 

基礎 

Ｂ Ａ Ｂ Ｂ   Ａ Ｂ Ｃ Ｃ  Ｂ Ｃ 

デジタル方

式変調及び

復調回路 

ＡＳＫ、ＦＳＫ

（ＭＳＫ及びＧ

Ｍ Ｓ Ｋ を 含

む。）、ＰＳＫ及

びＱＡＭ（※３） 

基礎 

Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ   Ｃ Ｃ Ａ Ｂ  Ｃ Ｃ 

無

線

工

学 

 

 

 

 

レー 

ダー 

各 種 レ ー

ダーの原理 

パルスレーダー

及びドップラー

レーダーにおけ

るレーダーの原

理、構造及び使

用周波数帯 

基礎 

Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ  Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ    

レーダーの

種類 

一次レーダー及

び二次レーダー

の用途（気象用、

速度測定用、距

離測定用、位置

測定用及び侵入

検知用） 

概要 

Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ  Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ    

レーダーの

性能及び特

性 

最大探知距離、

最小探知距離、

距離分解能、方

位分解能及び誤

差の種類（距離

誤差及び方位誤

差）並びにレー

ダー干渉 

概要 Ｃ Ａ Ｃ Ｃ  Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ    

取 扱 方

法 

Ｃ Ａ Ｃ Ｃ  Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ    

電波伝 

搬 

ＭＦ帯から

ＳＨＦ帯ま

での各周波

数帯におけ

る伝搬特性 

基本伝搬及び異

常伝搬 
基礎 

Ｂ Ａ Ｂ Ｂ Ｃ  Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ Ａ Ａ 

空中線 

系 

空中線の原

理 

共振、等価回路、

指向特性及び利

得 

基礎 

Ｃ Ａ Ｃ Ｃ Ｃ  Ｂ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ Ａ Ａ 

給電線及び

接栓 

同軸ケーブル、

平行二線式給電

線、導波管及び

同軸コネクタの

種 類 及 び 特 性

（※４） 

概要 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ  Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ 

取 扱 方

法 
Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ  Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ 

整合 整合の条件

及び整合の

方法 

インピーダンス

整合、定在波、

ＳＷＲ及びバラ

ン 

基礎 

Ｂ Ａ Ｃ Ｃ   Ｂ Ｃ Ｂ Ｃ  Ｂ Ｃ 

混信等 混信の種類

及び混信の

対策 

混変調、相互変

調、感度抑圧効

果、影像周波数

混信、スプリア

概要 

Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ  Ｂ Ｃ Ｂ Ｃ  Ｂ Ｃ 

特殊な設備の構

成及び動作の概

要 

ＮＡＶＴＥＸ受信機 Ｂ  

衛星ＥＰＩＲＢ Ｂ  

ＡＩＳ Ｂ  

ファクシミリ Ｂ Ｃ 

レーダー 原理及び動作の

概要 

パルスレーダー Ｃ Ｃ 

ＳＡＲＴ Ｃ  

ドップラーレーダー  Ｃ 

電波高度計  Ｃ 

ＡＴＣトランスポンダ  Ｃ 

ＤＭＥ  Ｃ 

ＡＣＡＳ  Ｃ 

最大探知距離、最小探知距離、距離分解能及び方位分解能 Ａ Ａ 

外部の転換装置

の取扱方法 

距離目盛、ＳＴＣ及びＦＴＣ Ｃ Ｃ 

ＡＦＣ及びＩＡＧＣ Ｃ Ｃ 

距離誤差及び方位誤差 Ｂ Ｂ 

雨及び雪の影響、他のレーダーとの相互干渉 Ａ Ａ 

ＳＡＲＴ Ｃ  

電波高度計  Ｃ 

ＡＴＣトランスポンダ  Ｃ 

ＤＭＥ  Ｃ 

ＡＣＡＳ  Ｃ 

無線航法装置 ＮＤＢ、ＶＯＲ、

ＩＬＳ及びＭＬ

Ｓ 

原理及び動作の概要 

 Ｂ 

地上無線航法装

置及び衛星無線

航法装置 

原理及び動作の概要 

Ｂ  

衛星航法装置（航

空機用） 

原理及び動作の概要 
 Ｃ 

混信等 混信の概要及び対策 Ａ Ｃ 

空中線及び電

波伝搬 

空中線の基礎 Ａ Ｃ 

ＭＦ 空中線の型式及び指向性、周波数と波長及び伝搬特性 
Ａ Ｂ 

ＨＦ 空中線の型式及び指向性、周波数と波長及び伝搬特性 

ＶＨＦ 空中線の型式及び指向性、周波数と波長及び伝搬特性 
Ａ Ａ 

ＵＨＦ 空中線の型式及び指向性、周波数と波長及び伝搬特性 

ＳＨＦ 空中線の型式及び指向性、周波数と波長及び伝搬特性 Ｃ Ｃ 

給電線及びコネクターの概要並びに整合条件の概要及び整合をとるための

方法 Ｂ Ｃ 

電源 電池（鉛、ニッカ

ド及びアルカリ

電池） 

容量、接続、 

充放電（フローティングを含む。）及び取扱上の注意 Ｂ Ｃ 



三 

 

ス発射、外部雑

音及びそれらの

対策 

電源 電源回路 整流回路及び平

滑回路 

概要 
Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ  Ｂ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 

電池 種類、容量、充

放電及び接続方

法 

概要 Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ  Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 

取 扱 方

法 Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 

測定 測定器の種

類及び構造 

マ ル チ メ ー

ター、電力計及

び標準信号発生

器（※５） 

概要 Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ   Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ  Ｂ Ｃ 

取 扱 方

法 Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ   Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ  Ｂ Ｃ 

測定法 電圧、電流、電

力、周波数、ス

プリアス及びＳ

ＷＲ 

基礎 

Ｃ Ａ Ｃ Ｃ   Ｂ Ｃ Ｂ Ｃ  Ｂ Ｃ 

点検及 

び保守 

系統別点検

及び方法 

空中線系統、電

源系統及び送受

信機系統 

概要 

Ｃ Ａ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 

※１ 第三級アマチュア無線技士及び第四級アマチュア無線技士にあっては、「フィルタの構造及び電気的特性」を除く。 

※２ 第三級アマチュア無線技士及び第四級アマチュア無線技士にあっては、「電子管」を除く。 

※３ 第三級アマチュア無線技士及び第四級アマチュア無線技士にあっては、「ＭＳＫ及びＧＭＳＫ」を除く。 

※４ 第三級アマチュア無線技士及び第四級アマチュア無線技士にあっては、「導波管」を除く。 

※５ 第三級アマチュア無線技士及び第四級アマチュア無線技士にあっては、「標準信号発生器」を除く。 

整流装置 整流回路、平滑回路及び定電圧回路 Ｂ Ｃ 

測定 直流・交流電圧計及び電流計、高周波電力計、ＳＷＲ計及び回路試験器（テ

スター）の取扱方法 Ｂ Ｃ 

点検及び保守 空中線系統、電源系統、送受信機系統 Ｂ Ｃ 
 

２ 海上資格（第三級海上無線通信士、第四級海上無線通信士、第一級海上特殊無線技士、第二級海上特殊無線技士、第三級

海上特殊無線技士及びレーダー級海上特殊無線技士）（注４） 

２ 第三級海上無線通信士、第一級海上特殊無線技士、第二級海上特殊無線技士、第三級海上特殊無線技士、レーダー級海上

特殊無線技士、航空特殊無線技士、第二級陸上特殊無線技士及び第三級陸上特殊無線技士の資格の養成課程 

授業科目及び内容の分類（資格別専門科目） 

養成課程別の授業の要否

及び程度（注３） 

第
三
級
海
上
無
線
通
信
士 

第
四
級
海
上
無
線
通
信
士 

第
一
級
海
上
特
殊
無
線
技
士 

第
二
級
海
上
特
殊
無
線
技
士 

第
三
級
海
上
特
殊
無
線
技
士 

レ
ー
ダ
ー
級
海
上
特
殊
無
線
技
士 

授

業

科

目 

授業内容 

 

授業内容の要旨 授業内容の詳細 

授業内容 

の区分 

（注２） 

無

線

工

学 

 

 

 

無線通信装置 船舶通信のための無線通信

装置 

施行規則第28条に定め

る送信設備及び受信設

備（ＤＳＣ、ＮＡＶＴ

ＥＸ、ＥＰＩＲＢ、ファ

クシミリ、ＮＢＤＰ、

ＡＩＳ、ＳＳＡＳ、Ｖ

ＤＲ及び双方向無線電

話）、ＤＳＢ、ＳＳＢ、

ＦＭ送受信装置及びＥ

ＣＤＩＳ 

概要 Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ  

取扱方法 

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ  

授業科目の項目 

養成課程別の授業の要否及び程度

（注） 

第
三
級
海
上
無
線
通
信
士 

第
一
級
海
上
特
殊
無
線
技
士 

第
二
級
海
上
特
殊
無
線
技
士 

第
三
級
海
上
特
殊
無
線
技
士 

レ
ー
ダ
ー
級
海
上
特
殊
無
線
技
士 

航
空
特
殊
無
線
技
士 

第
二
級
陸
上
特
殊
無
線
技
士 

第
三
級
陸
上
特
殊
無
線
技
士 

電波の性質 波長と周波数の関係、電波の速さ等 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 

電気回路（半導

体素子及び電

子管を含む。） 

直流、交流の電圧、電流及び電力、抵抗、コイル、コンデンサ、ダ

イオード、トランジスタ及び電子管（マグネトロン、クライストロ

ン等）の基礎 

Ｃ Ｃ Ｃ  Ｃ Ｃ Ｃ  

電子回路 増幅回路、発振回路、変調回路及び復調回路の基礎 Ｃ Ｃ Ｃ  Ｃ Ｃ Ｃ  

無線通信装置 ＤＳＢ無線電話

装置 

構成及び動作の概要、取扱方法等 
Ｂ Ｂ Ａ Ａ  Ａ   

ＳＳＢ無線電話

装置 

構成及び動作の概要、取扱方法等 
Ａ Ａ Ａ      

ＦＭ無線電話装

置 

構成及び動作の概要、取扱方法等 
Ａ Ａ Ａ Ａ  Ｂ Ａ Ａ 



四 

 

衛星通信のための無線通信

装置 

インマルサット船舶地

球局の無線設備及びＥ

ＧＣ 

概要 Ａ  Ａ    

取扱方法 
Ａ  Ａ    

無線航法装置 地上無線航法装置及び衛星

無線航法装置 

ロランＣ及びＧＰＳ 概要 Ｂ Ａ Ｂ Ｃ   

取扱方法 Ｂ Ａ Ｂ Ｃ   

空中線系 ＭＦ帯からＳＨＦ帯までの

各周波数帯で使用される空

中線の型式及び指向性 

船舶局用空中線、海岸

局用空中線、船上通信

局用空中線、船舶地球

局用空中線及びレー

ダー用空中線 

基礎 Ａ Ａ Ａ Ａ Ｃ  

取扱方法 

Ｂ Ａ Ｂ Ｂ Ｃ  

レーダー 海上用各種レーダー ＡＲＰＡレーダーその

他船舶用レーダー及び

ＳＡＲＴ並びに船舶局

及び船舶地球局を通信

の相手方とする陸上に

開設されたレーダー 

概要 Ｂ Ａ Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ 

取扱方法 

Ｂ Ａ Ｂ Ｃ Ｃ Ａ 

外部の転換装置 ＳＴＣ、ＦＴＣ、ＴＵ

ＮＩＮＧ（同調）、ＧＡ

ＩＮ（利得）及びＲＡ

ＮＧＥ（距離レンジ） 

取扱方法 

Ｂ Ａ Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ 

 

ＤＳＣ無線通信

装置 

構成及び動作の概要、取扱方法等 
Ａ Ａ Ａ      

狭帯域直接印刷

電信装置 

構成及び動作の概要、取扱方法等 
Ａ        

インマルサット

衛星通信装置 

構成及び動作の概要、取扱方法等 
Ａ Ａ       

ＶＳＡＴ地球局

通信装置 

構成及び動作の概要、取扱方法等 
      Ａ  

特殊な設備の構

成及び動作の概

要 

衛星ＥＰＩＲＢ Ｃ Ｃ Ｃ      

ＮＡＶＴＥＸ受信機及びファクシミリ Ｃ Ｃ Ｃ      

ＡＩＳ Ｃ Ｃ Ｃ      

船舶保安警報装置 Ｃ Ｃ       

船舶長距離識別追跡装置 Ｃ Ｃ       

設備規則第 45条の３の５に規定する無線設備 Ｃ Ｃ       

地上無線航法装置及び衛星無線航法装置 Ｃ Ｃ Ｃ      

レーダー 原理及び動作の

概要 

パルスレーダー Ｃ Ｃ Ｃ  Ｃ Ｃ Ｃ  

ＳＡＲＴ Ｃ Ｃ Ｃ  Ｃ    

ドップラーレーダー      Ｃ Ｃ  

電波高度計      Ｃ   

ＡＴＣトランスポンダ      Ｃ   

ＤＭＥ      Ｃ   

最大探知距離、
最小探知距離、距離分解能及び方位分解能 Ｂ Ｂ Ｂ  Ｂ Ｂ Ｂ  

外部の転換装置

の取扱方法 

距離目盛、ＳＴＣ、ＦＴＣ、ＡＦＣ及びＩＡＧＣ Ｃ Ｃ Ｃ  Ｃ Ｃ Ｃ  

距離誤差及び方位誤差 Ｂ Ｂ Ｂ  Ｂ Ｂ Ｂ  

雨及び雪の影響、他のレーダーとの相互干渉 Ｂ Ｂ Ｂ  Ｂ Ｂ Ｂ  

ＳＡＲＴ Ｃ Ｃ Ｃ  Ｃ    

電波高度計      Ｃ   

ＡＴＣトランスポンダ      Ｃ   

ＤＭＥ      Ｃ   

混信等 混信の概要及び対策 Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ  Ｂ Ｂ Ｃ 

混変調及び相互変調及び対策       Ｂ Ｃ 

空中線及び電

波伝搬 

ＭＦ 空中線の型式及び指向性、周波数と波長及び伝搬

特性 
Ａ Ａ Ｂ 

   

Ｃ 

 

ＨＦ 空中線の型式及び指向性、周波数と波長及び伝搬

特性 
Ｂ  Ｃ Ｃ 

ＶＨＦ 空中線の型式及び指向性、周波数と波長及び伝搬

特性 
Ａ Ａ Ａ Ａ  Ａ Ａ Ａ 

ＵＨＦ 空中線の型式及び指向性、周波数と波長及び伝搬

特性 

ＳＨＦ 空中線の型式及び指向性、周波数と波長及び伝搬

特性 
Ｂ Ｂ Ｃ   Ｃ Ｂ Ｃ 

給電線及びコネクターの概要 
Ｃ Ｃ Ｃ 

Ｃ 
 Ｃ Ｃ 

Ｃ 

整合 整合条件の概要及び整合をとるための方法   

電源 電池（鉛、ニッカド及びアルカリ電池）の容量、接続、取扱方法等、

コンバーター、インバーター及び整流器 
Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 

測定 直流・交流電圧計及び電流計・回路試験器（テスター）の取扱方法 Ｃ Ｃ Ｃ   Ｃ Ｃ Ｃ 

高周波電力系及びＳＷＲ計の取扱方法 Ｃ Ｃ Ｃ   Ｃ Ｃ  

点検及び保守 空中線系統、電源系統及び送受信機系統 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 
 

３ 航空資格（航空無線通信士及び航空特殊無線技士）（注４） ３ 第一級陸上特殊無線技士の資格の養成課程 



五 

 

授業科目及び内容の分類（資格別専門科目） 
養成課程別の授業

の要否及び程度

（注３） 
授

業

科

目 

授業内容 

 

授業内容の要旨 授業内容の詳細 
授業内容 

の区分 

（注２） 

航空無

線通信

士 

航空特

殊無線

技士 

無

線

工

学 

 

 

無線通信装置 航空通信のための無線通信

装置 

ＶＨＦ無線通信装置及びＨＦ

無線通信装置（※） 

概要 Ａ Ａ 

取扱方法 Ａ Ｂ 

衛星通信のための無線通信

装置 

インマルサット衛星通信装置 概要 Ｂ  

取扱方法 Ｂ  

無線航法装置 無線航法装置、衛星無線航

法装置及び無線測位装置 

地上設備（ＮＤＢ、ＶＯＲ、

ＩＬＳ、ＶＯＲＴＡＣ及びＤ

ＭＥ）及び機上設備（電波高

度計、ＡＴＣトランスポンダ、

ＤＭＥ、ＡＣＡＳ、ＧＰＳ及

びＥＬＴ） 

概要 Ａ Ｃ 

取扱方法 

Ａ Ｂ 

空中線系 ＭＦ帯からＳＨＦ帯までの

各周波数帯で使用される空

中線の型式及び指向性 

航空機用各種空中線、航空援

助施設用空中線、レーダー用

空中線及び地上局用各種空中

線（スリーブアンテナ、ディ

スコーンアンテナ、ブラウン

アンテナ及びパラボラアンテ

ナ） 

概要 Ｂ Ｂ 

取扱方法 

Ｂ Ｃ 

レーダー 

 

航空用各種レーダー 航空機用気象レーダー及び航

空管制用レーダー 

概要 Ｂ Ｃ 

取扱方法 Ｂ Ｃ 

外部の転換装置 ＳＴＣ、ＦＴＣ、ＧＡＩＮ（利

得）及びＲＡＮＧＥ（距離レ

ンジ） 

取扱方法 

Ｂ Ｃ 

※ 航空特殊無線技士にあっては、「ＨＦ無線通信装置」を除く。 

 

 

 

 

授 業 科 目 の 項 目 

授業の

程度

（注） 

基礎理論 集中定数回路 共振回路、ろ波器及び抵抗減衰器 Ｃ 

分布定数回路 無限長線路、共振器及びろ波器 Ｂ 

立体回路 導波管、空洞共振器、リアクタンス素子、抵抗素子、導波管の変形、分岐回

路、ろ波器及び非可逆回路 
Ａ 

電子回路 増幅、発振、変調及び復調回路 Ｂ 

半導体素子及び

電子管 

ダイオード及びトランジスタの構造、動作及び特徴 Ｂ 

マグネトロン、クライストロン及び進行波管の構造、動作及び特徴 Ｂ 

無線通信装置

（端局装置を

含む。） 

ＳＳ－ＳＳ通信

装置 

構成の概要及び動作 Ｃ 

通話路の配列、準漏話雑音、信号対雑音比及び占有周波数帯幅 Ｃ 

ＳＳ－ＦＭ通信

装置 

構成の概要及び動作 Ｂ 

通話路の配列、準漏話雑音、信号対雑音比及び占有周波数帯幅 Ｂ 

ＰＣＭ通信装置 構成の概要及び動作 Ａ 

パルスの性質及びＰＣＭ方式の概要（パケット通信を含む。） Ａ 

衛星通信装置 構成の概要及び動作 Ａ 

周波数分割多元接続方式及び時分割多元接続方式 Ａ 

干渉 地上系多重回線相互、地上系多重回線と衛星通信回線 Ｃ 

中継方式 中継方式の種類

及び特徴 

ヘテロダイン中継方式、検波中継方式、直接中継方式、無給電中継方式（回

折網を含む。）及び衛星中継方式 
Ｂ 

遠隔監視制御装置 Ｂ 

レーダー 原理、構成及び

動作の概要 

パルスレーダー Ｃ 

ドップラーレーダー Ｃ 

最大探知距離、最小探知距離、距離分解能及び方位分解能 Ｂ 

ＦＴＣ、ＳＴＣ、ＩＡＧＣ、ＡＦＣ Ｃ 

雨及び雪の影響、他のレーダーとの相互干渉 Ｃ 

空中線及び給

電線 

空中線の構造、

原理及び特性 

コーナレフレクタアンテナ、八木アンテナ、パラボラアンテナ、電磁ホーン、

ホーンレフレクタアンテナ及びスロットアンテナ 
Ａ 

給電線の種類及び特性 Ｂ 

電波伝搬 超短波帯以上の

周波数の電波伝

搬 

直接波、反射波、回折波及びフレネルゾーン Ａ 

大気中の電波の屈折率及び地球の等価半径 Ｃ 

ダクト及びフェージング Ｂ 

電源 直流供給電源方式、交流供給電源方式及び自動電圧調整器 Ｂ 

測定 測定器及びその

取扱方法 

周波数計、電力計及び標準信号発生器 
Ｃ 

測定方法 準漏話雑音、信号対雑音比、搬送波電力対雑音電力比及び符号誤り率の測定 Ｃ 

点検及び保守 空中線系統、電源系統及び送受信機系統 Ｃ 
 

４ 陸上資格（第一級陸上特殊無線技士、第二級陸上特殊無線技士及び第三級陸上特殊無線技士）（注４） ４ 第三級アマチュア無線技士及び第四級アマチュア無線技士の資格の養成課程 

授業科目及び内容の分類（資格別専門科目） 

養成課程別の授

業の要否及び程

度（注３） 

第
一
級
陸
上
特
殊
無 

第
二
級
陸
上
特
殊
無 

第
三
級
陸
上
特
殊
無 

授 業 科 目 の 項 目 

養成課程別の授業の要否及び程度 (注) 

第三級アマチュア無線

技士 

第四級アマチュア

無線技士 

電波の性質 波長と周波数の関係、電波の速さ等 Ｂ Ｃ 

電気回路（半導

体素子を含

む。） 

直流、交流の電圧、電流及び電力並びに抵抗、コイル、コ

ンデンサー、ダイオード及びトランジスタの基礎 Ｂ Ｃ 

電子回路 増幅回路、発振回路、変調回路及び復調回路の基礎 Ｂ Ｃ 

無線通信装置 ＤＳＢ無線電話

装置 

構成及び動作の概要 Ｃ Ｃ 

無線装置の取扱方法及び取扱上の注意 Ｂ Ｃ 



六 

 

授

業

科

目 

授業内容 

 線
技
士 

線
技
士 

線
技
士 

授業内容の要旨 授業内容の詳細 
授業内容 

の区分 

（注２） 

無

線

工

学

の

基

礎 

高周波回路 集中定数回路、分布定数回路及び

立体回路 

共振回路、導波管を含む伝

送線路、空洞共振器、分岐

回路、減衰器、リアクタン

ス素子及び非可逆回路 

概要 

Ｃ   

無

線

工

学 

通信方式 単信方式及び複信方式 概要 Ｃ Ｃ Ｃ 

無線通信装置

（多重化装置を

含む。） 

 

デジタル方式無線通信装置 移動体無線通信装置及び

固定無線通信装置（マイク

ロ波多重無線通信装置を

含む。） 

概要 

Ａ Ｂ Ｂ 

衛星通信のための無線通信装置（ＶＳＡＴを含む。） 取扱方法 Ａ Ａ  

アナログ方式無線通信装置 多重化方式（ＳＳ方式） 概要 Ｃ   

非多重化方式（ＦＭ方式） 概要  Ｃ Ａ 

多元接続方式 ＦＤＭＡ、ＣＤＭＡ、ＴＤＭＡ及びＯＦＤＭＡ 概要 Ａ Ｃ Ｃ 

電波伝搬 ＶＨＦ帯以上の周波数帯におけ

る伝搬特性 

直接波、反射波、回折波、

遅延波及びフレネルゾー

ン、大気中の電波の屈折率

及び地球の等価半径並び

にダクト、フェージング、

見通し外伝搬、伝搬損失及

びマイクロ波帯の吸収

（※） 

概要 

Ｂ Ｃ Ｃ 

空中線系 ＭＦ帯からＳＨＦ帯までの各周

波数帯の違いによる空中線の型

式及び指向性 

コーナーレフレクタ、八木

アンテナ、パラボラアン
テ

ナ、電磁ホーン、ホーンレ

フレクタ、スロットアンテ

ナ、アダプティブアレイア

ンテナ及びフェーズドア

レイアンテナ 

概要 

Ｂ   

固定及び移動用空中線 取扱方法  Ｃ Ｃ 

レーダー 陸上用各種レーダー 

 

気象用レーダー、速度測定

用レーダー及び侵入検知

用レーダー 

概要 Ｃ Ｃ  

取扱方法 
Ｃ Ｃ  

外部の転換装置 ＳＴＣ、ＦＴＣ、ＧＡＩＮ

（利得）及びＲＡＮＧＥ

（距離レンジ） 

取扱方法 

Ｃ Ｃ  

中継方式 無線中継方式及び遠隔監視制御

装置 

ヘテロダイン中継方式、検

波中継方式、無給電中継方

式、直接中継方式及び衛星

中継方式並びに遠隔監視

制御装置 

概要 

Ｂ   

干渉 多重回線相互間及び地上対衛星間 概要 Ｃ   

測定 測定法 波形、スプリアス、占有周

波数帯幅、信号対雑音比及

概要 
Ｂ   

ＳＳＢ無線電話

装置 

構成及び動作の概要 Ｂ Ｃ 

無線装置の取扱方法及び取扱上の注意 Ｂ Ｃ 

ＦＭ無線電話装

置 

構成及び動作の概要 Ｂ Ｂ 

無線装置の取扱方法及び取扱上の注意 Ａ Ａ 

無線電信及びそ

の他無線通信装

置 

構成及び動作の概要 Ｃ Ｃ 

無線装置の取扱方法及び取扱上の注意 
Ａ Ｂ 

付加装置の構成

及び動作概要 

ＴＮＣ、ファクシミリ、テレビジョン 
Ｃ Ｃ 

混信及び電波

障害 

混信の概要及び対策 Ａ Ｂ 

電波障害の概要及び対策 Ａ Ａ 

混変調及び相互変調の概要 Ｃ  

空中線及び電

波伝搬 

ＭＦ 空中線の型式及び指向性、周波数と波

長及び伝搬特性 
Ｂ 

 

ＨＦ 空中線の型式及び指向性、周波数と波

長及び伝搬特性 
Ｃ 

ＶＨＦ 空中線の型式及び指向性、周波数と波

長及び伝搬特性 
Ａ Ａ 

ＵＨＦ 空中線の型式及び指向性、周波数と波

長及び伝搬特性 
Ａ Ａ 

ＳＨＦ 空中線の型式及び指向性、周波数と波

長及び伝搬特性 
Ｂ Ｃ 

給電線、コネクター及び整合条件の概要並びに整合をとる

ための方法 
Ｂ Ｃ 

電源 電池（鉛、ニッカド及びアルカリ電池）の容量、接続、充

放電及び取扱上の注意並びにコンバータ、インバータ及び

整流器等 

Ｃ Ｃ 

測定 直流・交流電圧計及び電流計、回路試験器（テスター）、

高周波電力計、ディップメーター及びＳＷＲ計の取扱方法 
Ｂ Ｃ 

点検及び保守 操作方法の注意 Ｃ Ｃ 

空中線系統、電源系統及び送受信機系統 Ｃ Ｃ 
 



七 

 

びＢＥＲ 
 

※ 第二級陸上特殊無線技士及び第三級陸上特殊無線技士にあっては、「直接波、反射波、回折波及び遅延波」に限る。 

５ アマチュア資格（第三級アマチュア無線技士及び第四級アマチュア無線技士）（注４） 

 

授業科目及び内容の分類（資格別専門科目） 
養成課程別の授

業の要否及び程

度（注３） 
授

業

科

目 

授業内容 

 

授業内容の要旨 授業内容の詳細 

授業 

内容 

の区分 

（注２） 

第三級

アマチ

ュア無

線技士 

第四級

アマチ

ュア無

線技士 

無

線

工

学 

無線通信装置 アマチュア業務のための無線通信装置 無線電話及びその他無線通信

装置 

初歩 
Ａ Ｂ 

付加装置 ＴＮＣ、ファクシミリ、テレ

ビジョン及びＲＴＴＹ（専用

ソフトウェアを含む。） 

初歩 

Ｃ Ｃ 

電波障害 電波障害の対策 ＴＶＩ、ＢＣＩ、テレホンＩ、

アンプＩ及びそれらの対策 

初歩 
Ａ Ｂ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１ 養成課程ごとに実施するものとする。 

注２ 「基礎」、「概要」及び「初歩」の表示については、動作原理及び理論について講義するものを「基礎」、実際の設備及び

機器について講義するものを「概要」、動作原理並びに実際の設備及び機器のうち、アマチュア資格について講義するものを

「初歩」とする。 

注３ 養成課程別の授業の要否及び程度の欄中、空欄は、その養成課程において授業科目の該当の項目の授業を要しないこと

を示し、「Ａ」、「Ｂ」及び「Ｃ」の表示は、その養成課程において授業科目の該当の項目の授業に要する程度について、次の

ことを示す。 

  Ａ･･･････重点的、Ｂ･･･････普通、Ｃ･･･････簡単 

注４ 「２ 海上資格」、「３ 航空資格」、「４ 陸上資格」及び「５ アマチュア資格」の授業科目及び内容の分類（資格別

専門科目）の項目については、それぞれの養成課程の全資格共通の授業と密接な関係のある部分において、特化した内容の

授業として実施するものとする。 

注 養成課程別の授業の要否及び程度の欄（３の表においては、授業の程度の欄）中、空欄は、その養成課程において授業科

目の該当の項目の授業を要しないことを示し、「Ａ」、「Ｂ」及び「Ｃ」の表示は、その養成課程において授業を行うことを要

する授業科目の項目の授業の程度について、次のことを示す。 

 Ａ･･･････重点的、Ｂ･･･････普通、Ｃ･･･････簡単 

別表第二号 （略） 別表第二号 （略） 

別表第三号 法規 

授業科目及び内容の分類 

養成課程別の授業の要否及び程度（注） 

第
三
級
海
上
無
線
通
信
士 

第
四
級
海
上
無
線
通
信
士 

第
一
級
海
上
特
殊
無
線
技
士 

第
二
級
海
上
特
殊
無
線
技
士 

第
三
級
海
上
特
殊
無
線
技
士 

レ
ー
ダ
ー
級
海
上
特
殊
無
線
技
士 

航
空
無
線
通
信
士 

航
空
特
殊
無
線
技
士 

第
一
級
陸
上
特
殊
無
線
技
士 

第
二
級
陸
上
特
殊
無
線
技
士 

第
三
級
陸
上
特
殊
無
線
技
士 

国
内
電
信
級
陸
上
特
殊
無
線
技
士 

第
三
級
ア
マ
チ
ュ
ア
無
線
技
士 

第
四
級
ア
マ
チ
ュ
ア
無
線
技
士 授

業

科

目 

授業 

内容 

 

授業内容 

の要旨 
授業内容の詳細 

 

別表第三号 法規 

 養成課程別の授業の要否及び程度（注） 

 

 

 

 

 

授業科目の項目 

 

 

 

 

 

 

第
三
級
海
上
無
線
通
信
士 

第
四
級
海
上
無
線
通
信
士 

第
一
級
海
上
特
殊
無
線
技
士 

第
二
級
海
上
特
殊
無
線
技
士 

第
三
級
海
上
特
殊
無
線
技
士 

レ
ー
ダ
ー
級
海
上
特
殊
無
線
技
士 

航
空
無
線
通
信
士 

航
空
特
殊
無
線
技
士 

第
一
級
陸
上
特
殊
無
線
技
士 

第
二
級
陸
上
特
殊
無
線
技
士 

第
三
級
陸
上
特
殊
無
線
技
士 

国
内
電
信
級
陸
上
特
殊
無
線
技
士 

第
三
級
ア
マ
チ
ュ
ア
無
線
技
士 

第
四
級
ア
マ
チ
ュ
ア
無
線
技
士 

 

電

波

法

令 

電波法の目的 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 

無線局 

の免許 

無線局の

開設 

免許制度 
Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ 

Ｃ Ｃ 
Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 

欠格事由   

申請及びその審査 
Ａ Ａ Ｃ Ｃ 

 Ｃ 
Ａ Ｃ Ｃ Ｃ 

 
Ｃ 

Ｃ Ｃ 

予備免許      

電

波

法

令 

電波法の目的 Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 

無線局 

の免許 

無線局の

開設 

免許制度 
Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ 

Ｃ Ｃ 
Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 

欠格事由   

申請及びその審査 
Ａ Ａ Ｃ Ｃ 

 Ｃ 
Ａ Ｃ Ｃ Ｃ 

 
Ｃ 

Ｃ Ｃ 

予備免許      



八 

 

工事落成後の検査 
Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ   Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ  Ｃ   

免許の付与又は拒否 

免許の有

効期間 

免許の有効期間及び再免許 
Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 

免許状記

載事項及

びその変

更等 

免許状記載事項 

Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 

Ｃ 

Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 指定事項又は無線設備の設

置場所の変更等  

変更検査 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ   Ｃ Ｃ Ｃ      

免許の承継 Ｃ Ｃ     Ｃ        

免許の特例等（特定無線局の免許の特例、

包括免許を含む。） 
Ｃ Ｃ     Ｃ  Ｃ Ｃ Ｃ    

無線局の登録制度         Ｃ Ｃ Ｃ    

無線局の

廃止 

廃止届、電波の発射の防止及

び免許状の返納 
Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ  Ｃ Ｃ 

無線 

設備 

 

電波の質 周波数の偏差、幅及び高調波

の強度等 

Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ 

Ｃ Ｃ 

Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ 

Ｃ Ｃ 

Ｃ Ｃ 電波の型

式の表示

等 

電波の型式及び周波数の表

示方法     

送信装置 具備すべき電波 
Ａ Ａ 

    
Ａ 

       

周波数安定のための条件          Ｃ Ｃ 

受信設備 副次的に発する電波等の限

度 
Ｃ Ｃ     Ｃ        

送受信空

中線 

型式及び構成等 
Ｃ Ｃ     Ｃ        

安全施設 電波の強度に対する安全施

設 
        Ｃ      

高圧電気に対する安全施設 

Ｂ Ｂ 

    

Ｂ 

 Ｃ      

保護装置 電源回路の遮断等の保護装

置 
           

周波数測定装置の備付け Ｃ Ｃ     Ｃ      Ｃ  

船舶局の

特則 

 

計器及び予備品の備付け Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ           

義務船舶局の無線設備の機

器及び条件 
Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ           

遭難自動通報設備 Ａ Ａ Ｃ Ｃ Ｃ          

航空機用救命無線機       Ｃ Ｃ       

有効通達距離       Ｃ        

衛星通信

設備 

インマルサット船舶地球局

の無線設備 Ｃ  Ｃ            

航空機地球局の無線設備 

 

 

      Ｃ        

小型地球局の無線設備         Ｂ Ｂ     

無線航行

設備 

レーダー Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ         

ＡＴＣトランスポンダ及び

ＤＭＥ等 
      Ｂ Ｂ       

磁気羅針儀に対する保護 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ  Ｃ         

工事落成後の検査 
Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ   Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ  Ｃ   

免許の付与又は拒否 

免許の有

効期間 

免許の有効期間及び再免許 
Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 

免許状記

載事項及

びその変

更等 

免許状記載事項 

Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 

Ｃ 

Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 指定事項又は無線設備の設

置場所の変更等  

変更検査 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ   Ｃ Ｃ Ｃ      

免許の承継 Ｃ Ｃ     Ｃ        

免許の特例等 

 

 

Ｃ Ｃ     Ｃ        

無線局の

廃止 

廃止届、空中線の撤去及び免

許状の返納 
Ｃ Ｃ     Ｃ      Ｃ Ｃ 

無線 

設備 

 

電波の質 周波数の偏差、幅及び高調波

の強度等 

Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ 

Ｃ Ｃ 

Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ 

Ｃ Ｃ 

Ｃ Ｃ 電波の型

式の表示

等 

電波の型式及び周波数の表

示方法     

送信装置 具備すべき電波 
Ａ Ａ 

    
Ａ 

       

周波数安定のための条件          Ｃ Ｃ 

受信設備 副次的に発する電波等の限

度 
Ｃ Ｃ     Ｃ        

送受信空

中線 

型式及び構成等 
Ｃ Ｃ     Ｃ        

安全施設 高圧電気に対する安全施設 

Ｂ Ｂ 

    

Ｂ 

 Ｃ      

保護装置 電源回路の遮断等の保護装

置 
           

周波数測定装置の備付け Ｃ Ｃ     Ｃ      Ｃ  

船舶局の

特則 

計器及び予備品の備付け 

Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ           

遭難自動通報設備 Ａ Ａ Ｃ Ｃ Ｃ          

航空機用救命無線機       Ｃ Ｃ       

有効通達距離       Ｃ        

衛星通信

設備 

人工衛星局の条件       Ｃ        

インマルサット船舶地球局

の無線設備 
Ｃ  Ｃ            

インマルサット航空機地球

局の無線設備 

 

      Ｃ        

小型地球局の無線設備         Ｂ Ｂ     

無線航行

設備 

レーダー Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ  Ｂ         

ＡＴＣトランスポンダ及び

ＤＭＥ等 
      Ｂ Ｂ       

磁気羅針儀に対する保護 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ  Ｃ         



九 

 

型式検定合格機器の備付け Ｃ Ｃ     Ｃ        

無線 

従事 

者 

資格制度（主任無線従事者等） Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 

無線設備の操作及び監督の範囲 Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ Ａ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 

免許 
免許の取得 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ 
欠格事由 

免許証の携帯義務 
Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 

免許証の再交付又は返納 

船舶局無線従事者証明 Ｃ  Ｃ            

運 

用 

一 

般 

通則 

 
目的外使用の禁止等 Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ  Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ａ 

免許状記載事項の遵守 Ａ Ａ Ａ Ａ Ｃ Ｃ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｃ Ｃ Ａ Ａ 

混信の防止 Ａ Ａ Ａ Ａ Ｃ  Ａ Ａ Ａ Ａ Ｃ Ｃ Ａ Ａ 

秘密の保護 Ａ Ａ Ａ Ａ Ｃ Ｃ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ａ 

暗語の使用禁止  Ｃ     Ｃ      Ａ Ａ 

擬似空中線回路の使用 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ   Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ   Ｃ Ｃ 

無線設備の機能の維持等 Ｃ Ｃ Ｃ    Ｃ        

一般 

通信 

方法 

 

無線通信の原則 Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｃ  Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ 

モールス符号             Ａ  

業務用語 Ａ Ａ Ｂ Ｂ   Ａ Ｂ Ｃ Ｃ  Ｂ Ｂ Ｂ 

送信速度等 Ｃ Ｃ     Ｃ      Ｃ  

発射前の措置 Ａ Ａ Ｂ Ｃ Ｃ  Ａ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ 

連絡設定の方法 

Ａ Ａ Ａ Ｂ 

Ｂ  

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ 

Ｃ 

Ｂ Ｂ Ｂ 不確実な呼出しに対する応

答 
   

周波数の変更方法 Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ  Ｂ Ｂ    Ｂ Ｃ Ｃ 

通報送信方法 
Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ  Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ 

通報及び通信の終了方法 

受信証 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ   Ｃ Ｃ    Ｃ Ｃ  

試験電波の発射 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ  Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 

海

上

移

動

業

務、 

海

上

移

動

衛

星

業

務、

航

空

移

動

業

通則 

 

船舶局又は航空機局の運用

（入港中の運用の禁止等） 
Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｃ  Ｂ Ｂ       

海岸局又は航空局の指示に

従う義務 
Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｃ  Ｂ Ｂ       

聴守義務 Ａ Ａ Ａ Ａ   Ａ Ｂ       

運用義務時間 Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ   Ｂ Ｂ       

通信の優先順位 Ａ Ａ Ａ Ａ Ｃ  Ａ Ｂ       

船舶局又は航空機局の機器

の調整のための通信の求め

に応ずる義務 

Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ   Ｃ Ｃ       

船舶局の閉局の制限 Ａ Ａ Ｂ Ｂ           

通信 

方法 

周波数等の使用区別 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｃ  Ａ Ａ       

27.524ｋＨｚ及び 156.8ＭＨ

ｚの周波数の電波の使用制

限 

Ａ Ａ Ａ Ａ Ｃ          

デジタル選択呼出し Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ           

各局及び特定局宛て同報 Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ   Ｃ Ｃ       

船名による呼出し Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ           

型式検定合格機器の備付け Ｃ Ｃ     Ｃ        

無線 

従事 

者 

資格制度（主任無線従事者等） Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 

無線設備の操作及び監督の範囲 Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ Ａ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 

免許 
免許の取得 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 
Ｃ Ｃ 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ 
欠格事由   

免許証の携帯義務 
Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 

免許証の訂正、再交付又は返納 

船舶局無線従事者証明 Ｃ  Ｃ            

運 

用 

一 

般 

通則 

 
目的外使用の禁止等 Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ  Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ａ 

免許状記載事項の遵守 Ａ Ａ Ａ Ａ Ｃ Ｃ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｃ Ｃ Ａ Ａ 

混信の防止 Ａ Ａ Ａ Ａ Ｃ  Ａ Ａ Ａ Ａ Ｃ Ｃ Ａ Ａ 

秘密の保護 Ａ Ａ Ａ Ａ Ｃ Ｃ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ａ 

暗語の使用禁止  Ｃ     Ｃ      Ａ Ａ 

擬似空中線回路の使用 
Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 

  
Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 

  Ｃ Ｃ 

一般 

通信 

方法 

 

無線通信の原則 Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｃ  Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ 

モールス符号             Ａ  

業務用語 Ａ Ａ Ｂ Ｂ   Ａ Ｂ Ｃ Ｃ  Ｂ Ｂ Ｂ 

送信速度等 Ｃ Ｃ     Ｃ      Ｃ  

発射前の措置 Ａ Ａ Ｂ Ｃ Ｃ  Ａ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ 

連絡設定の方法 

Ａ Ａ Ａ Ｂ 

Ｂ  

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ 

Ｃ 

Ｂ Ｂ Ｂ 不確実な呼出しに対する応

答 
   

周波数の変更方法 Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ  Ｂ Ｂ    Ｂ Ｃ Ｃ 

通報送信方法 
Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ  Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ 

通報及び通信の終了方法 

受信証 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ   Ｃ Ｃ    Ｃ Ｃ  

試験電波の発射 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ  Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 

海

上

移

動

業

務、 

海

上

移

動

衛

星

業

務、

航

空

移

動

業

通則 

 

船舶局又は航空機局の運用

（入港中運用等の禁止） 
Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｃ  Ｂ Ｂ       

海岸局又は航空局の指示に

従う義務 
Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｃ  Ｂ Ｂ       

聴守義務 Ａ Ａ Ａ Ａ   Ａ Ｂ       

運用義務時間 Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ   Ｂ Ｂ       

通信の優先順位 Ａ Ａ Ａ Ａ Ｃ  Ａ Ｂ       

船舶局又は航空機局の機器

の調整のための通信の求め

に応ずる義務 

Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ   Ｃ Ｃ       

船舶局の閉局の制限 Ａ Ａ Ｂ Ｂ           

通信 

方法 

周波数等の使用区別 Ａ Ａ Ａ Ｂ Ｃ  Ａ Ａ       

27.524ｋＨｚ及び 156.8ＭＨ

ｚの周波数の電波の使用制

限 

Ａ Ａ Ａ Ａ Ｃ          

デジタル選択呼出し Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ           

各局及び特定局あて同報 Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ   Ｃ Ｃ       

船名による呼出し Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ           



一 〇 

 

務

及

び

航

空

移

動

衛

星

業

務 

航空局の閉局の通知等       Ｃ Ｃ       

121.5ＭＨｚの周波数の電波

の使用制限 
      Ａ Ａ       

使用電波の指示       Ｂ Ｂ       

連絡設定ができない場合の

措置 
      Ａ Ａ       

呼出符号の使用の特例       Ｂ Ｂ       

通報送信の特例       Ｃ Ｃ       

一方送信       Ｂ Ｂ       

遭難通信 意義 

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 

Ｃ 

Ａ Ａ 

      

遭難通信の保護、特則、通信

方法及び取扱いに関する事

項 

       

緊急通信 意義 

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 

Ｃ 

Ａ Ａ 

      

緊急通信の特則、通信方法及

び取扱いに関する事項 
       

安全通信 

 

意義 

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ  Ａ Ａ       安全通信の特則、通信方法及

び取扱いに関する事項 

漁業通信 漁業通信の定義 Ｃ Ａ Ｃ Ｃ Ｃ          

漁業局の通信時間 

Ｃ Ａ Ｃ Ｃ 

          

当番局及び当番局が行う通

信に関する事項 

          

漁船に対する周知事項 Ｃ Ａ Ｃ Ｃ           

医事通信 Ｂ Ｂ             

特別業務

の通信 
時報、気象通報又は航行警報

等 
Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ  

         

固

定

業

務

及

び

陸

上

移

動

業

務

等 

無線局の運用の限界         Ｃ Ｃ Ｃ    

通信方法 自動機による連絡設定            Ｃ   

呼出し又は応答の簡易化          
Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 

一括呼出し          

通報送信の特例          
Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 

各局及び特定局宛て同報          

非常通信

及び非常

の場合の

無線通信 

意義 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ   Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 通信の特則、通信方法及び取

扱いに関する事項 

アマチュ

ア局の運

用 

発射の制限等 
            Ｂ Ｂ 

禁止する通報 

周波数等の使用区別 
            Ｂ Ｂ 

無線設備の操作 

業

務

書

類 

時

計 

備付け及び照合の義務 
Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ  Ｃ Ｃ       

業

務

書

類 

無線業務

日誌 

 

 

記載事項及び保存期間 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ   Ｂ Ｂ       

務

及

び

航

空

移

動

衛

星

業

務 

航空局の閉局の通知等       Ｃ Ｃ       

121.5ＭＨz の周波数の電波

の使用制限 
      Ａ Ａ       

使用電波の指示       Ｂ Ｂ       

連絡設定ができない場合の

措置 
      Ａ Ａ       

呼出符号の使用の特例       Ｂ Ｂ       

通報送信の特例       Ｃ Ｃ       

一方送信       Ｂ Ｂ       

遭難通信 意義 

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 

Ｃ 

Ａ Ａ 

      

遭難通信の保護、特則、 

通信方法及び取扱いに関す

る事項 

       

緊急通信 意義 

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 

Ｃ 

Ａ Ａ 

      

緊急通信の特則、通信方法及

び取扱いに関する事項 
       

安全通信 

 

意義 

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ  Ａ Ａ       安全通信の特則、通信方法及

び取扱いに関する事項 

漁業通信 漁業通信の定義 Ｃ Ａ Ｃ Ｃ Ｃ          

漁業局の通信時間 

Ｃ Ａ Ｃ Ｃ 

          

当番局及び当番局が行う通

信に関する事項 

          

漁船に対する周知事項 Ｃ Ａ Ｃ Ｃ           

医事通信 Ｂ Ｂ             

特別業務 

の通信 

時報、気象通報又は航行警報

等 
Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ  

         

航空無線航行業務の通信方法       Ｃ        

固

定

業

務

及

び

陸

上

移

動

業

務 

等 

無線局の運用の限界         Ｃ Ｃ Ｃ    

通信方法 自動機による連絡設定            Ｃ   

呼出し又は応答の簡易化          
Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 

一括呼出し          

通報送信の特例          
Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 

各局及び特定局あて同報          

非常通信

及び非常

の場合の

無線通信 

意義 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ   Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 通信の特則、通信方法及び取

扱いに関する事項 

アマチュ

ア局の運

用 

発射の制限等 
            Ｂ Ｂ 

禁止する通報 

周波数等の使用区別 
            Ｂ Ｂ 

無線設備の操作 

業

務

書

類 

時

計 
備付け及び照合の義務 Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ  Ｃ Ｃ Ｃ   Ｃ   

業

務

書

類 

無線検査

簿 
様式及び保存期間 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ   

無線業務

日誌 
記載事項及び保存期間 Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ   Ｂ Ｂ Ｃ   Ｃ   



一 一 

 

 

免 許 状

（証票） 
備付け及び掲示の義務 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 
訂正、再交付又は返納 

その他備付けを要する業務書類 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 

監

督 

電波の発射の停止 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ 

無線局の検査 定期検査 
Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 

  

臨時検査 Ｃ Ｃ 

無線局の免許の取消し、運用停止又は運用制限 Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ 

無線従事者の免許の取消し又は従事停止 Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 

遭難通信を行った場合等の報告 Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｃ  Ａ Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 

罰

則

等 

手数料の納付 Ｃ Ｃ     Ｃ        

電波利用料制度 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ 

罰則 不法開設又は不法運用 
Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 

Ａ Ａ 

その他 Ｂ Ｂ 

関

係

法

令 

電気通信事業法（昭和 59 年法律第 86 号）及びこれ

に基づく命令の関係規定の概要 
Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ   Ｃ        

船舶安全法（昭和８年法律第 11 号）及びこれに基づ

く命令の関係規定の概要 
Ａ Ａ Ｃ            

航空法（昭和 27年法律第 231 号）及びこれに基づく

命令の関係規定の概要 
      Ａ        

国

際

法

規 

国際電気通信連合憲章及び国際電気通信連合条約の

概要 
Ｂ Ｂ Ｃ    Ｂ      Ｃ  

国際電気通信連合憲

章に規定する無線通

信規則 

用語及び定義 Ｂ Ｂ     Ｂ      Ｂ  

周波数の分配 Ｂ Ｂ     Ｂ      Ａ  

混信 Ｂ Ｂ     Ｂ      Ｂ  

局の識別             Ａ  

遭難通信 Ｂ Ｂ Ｂ    Ｂ        

緊急通信 Ｂ Ｂ Ｂ    Ｂ        

安全通信 Ｂ Ｂ Ｂ    Ｂ        

海上移動業務及び海上移動

衛星業務 
Ｃ Ｃ Ｃ            

航空移動業務及び航空移動

衛星業務 
      Ｃ        

アマチュア業務             Ａ  

国際電気通信連合憲章に規定する国際電気通信規則

（電気通信業務を取り扱う際の基本的規定に限る。）

の概要 

Ａ  Ｃ    Ｃ        

海上における人命の安全のための国際条約（附属書

の規定を含む。）（電波に関する規定に限る。）の概要 
Ａ Ａ             

船員の訓練及び資格証明並びに当直の基準に関する

国際条約（附属書の規定を含む。）（電波に関する規

定に限る。）の簡略な概要 

Ｂ  Ｃ            

国際民間航空条約（附属書の規定を含む。）（電波に

関する規定に限る。）の概要 
      Ａ        

 

免 許 状

（証票） 
備付け及び掲示の義務 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 
訂正、再交付又は返納 

その他備付けを要する業務書類 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 

監

督 

電波の発射の停止 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ 

無線局の検査 定期検査 
Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 

  

臨時検査 Ｃ Ｃ 

無線局の免許の取消し、運用停止又は運用制限 Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ 

無線従事者の免許の取消し又は従事停止 Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 

遭難通信を行った場合等の報告 Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｃ  Ａ Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ 

罰

則

等 

手数料の納付 Ｃ Ｃ     Ｃ        

電波利用料制度 Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ 

罰則 
不法開設又は不法運用 

Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ Ａ 
Ａ Ａ 

その他 Ｂ Ｂ 

関

係

法

令 

電気通信事業法及びこれに基づく命令の関係規定の

概要 
Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ   Ｃ        

船舶安全法及びこれに基づく命令の関係規定の概要 

 
Ａ Ａ Ｃ            

航空法及びこれに基づく命令の関係規定の概要 

 
      Ａ        

国

際

法

規 

国際電気通信連合憲章及び国際電気通信連合条約の

概要 
Ｂ Ｂ Ｃ    Ｂ      Ｃ  

国際電気通信連合憲

章に規定する無線通

信規則 

用語及び定義 Ｂ Ｂ     Ｂ      Ｂ  

周波数の分配 Ｂ Ｂ     Ｂ      Ａ  

混信 Ｂ Ｂ     Ｂ      Ｂ  

局の識別             Ａ  

遭難通信 Ｂ Ｂ Ｂ    Ｂ        

緊急通信 Ｂ Ｂ Ｂ    Ｂ        

安全通信 Ｂ Ｂ Ｂ    Ｂ        

海上移動業務及び海上移動

衛星業務 
Ｃ Ｃ Ｃ            

航空移動業務及び航空移動

衛星業務 
      Ｃ        

アマチュア業務             Ａ  

国際電気通信連合憲章に規定する国際電気通信規則

（電気通信業務を取り扱う際の基本的規定に限る。）

の概要 

Ａ  Ｃ    Ｃ        

海上における人命の安全のための国際条約（附属書

の規定を含む。）（電波に関する規定に限る。）の概要 
Ａ Ａ             

船員の訓練及び資格証明並びに当直の基準に関する

国際条約（附属書の規定を含む。）（電波に関する規

定に限る。）の簡略な概要 

Ｂ  Ｃ            

国際民間航空条約（附属書の規定を含む。）（電波に

関する規定に限る。）の概要 
      Ａ        

 

注 （略） 注 （略） 

別表第四号 （略） 別表第四号 （略） 


